赤道原則（Equator Principles）

プロジェクト融資において、環境・社会的リスクを見定め、評価し、管理するにあたっての金融機関のための産業的アプローチ
序文
プロジェクト融資は、世界中の開発金融において重要な役割を果たしている。特に新興成長市場において融資を行う際、金融機関は、環境・社会政策の問題にしばしば遭遇する。我々は、金融機関としての役割において、環境上の監視・報告の責任、及び社会的に責任を伴う開発を促進する重要な機会を提供していることを認識する。
この原則を採択することで、我々は、融資するプロジェクトが社会的責任を満たし、適切な環境管理を反映した方法で行われるよう確保することに努める。
我々は、この原則を採択し、順守することが、我々金融機関自身や、我々の顧客企業、その他利害関係者に重要な益をもたらすことを信じる。この原則は、我々の融資するプロジェクトによってもたらされる環境・社会的な問題へのリスクを文書化し、管理する能力を高める。その結果、環境、社会的政策の問題に関して、利害関係者の参加の下で実施することが可能になる。この原則の順守によって、我々は新興成長市場への投資において、環境管理、社会政策の問題をプロジェクト実施企業と共に取り組むことが可能になる。
この原則は、世界中のすべての産業にまたがるプロジェクト融資のために、個別金融機関ごとの、金融機関の内部的な環境・社会的手続き・基準を実施するためのベースラインや枠組みとして活用されることを意図している。
この原則を採択することで、我々は、顧客企業が要請したプロジェクト融資において、全ての提案を注意深く検討する。我々は、借り手企業が、我々の環境・社会的な方針、プロセスに従うことができない場合、そのプロジェクトの融資を実行しない。
基本原則
我々は、以下の条件に基づいて、プロジェクトの融資を実行する。:
1． 我々は、この原則の付属書において示された国際金融公社（IFC）の環境・社会審査基準のガイドラインに従って、プロジェクトのリスクを分類している (付属書I
) 。
2． カテゴリーＡとＢすべてのプロジェクトにおいて、借り手企業は分類プロセスを通して、常に環境アセスメント（EA）を実行し、その過程で環境および社会的な問題について取り扱っている。
3． プロジェクトの実施において、EA レポートは以下の項目を含む。
a) 環境・社会的コンディションのベースラインの評価
b) ホスト国によって要求されている法律、規則、適用可能な国際条約・協定

c) 持続可能な開発と再生可能資源の活用
d) 健康、文化財、絶滅危惧種や脆弱性のある生物を含む生物多様性の保護
e) 有害物質の使用
f) 主な破壊物

g) 労働者の衛生、及び安全
h) 火災防止、及び生命の安全
i) 社会経済的影響
j) 土地取得、及び土地利用
k) 非自発的移転

l) 先住民やコミュニティへの影響

m) 現存するプロジェクト、提案されたプロジェクト、及び、予期された将来のプロジェクトの累積的な影響
n) プロジェクトデザイン、評価、実施における被害住民の参加

o) 実現可能な環境・社会的配慮の代替案の考慮

p) 効率的な生産、運搬、及びエネルギーの使用
q) 公害防止、及び廃棄物の最少化、汚染規制 (液体の流出物、及び空気放出) 、及び固体化学廃棄物の処理
特記事項：各ケースにおいて、EAは、プロジェクトによってホスト国において必要とされる法律、規則、及び許可を順守して行われる。同様に、世界銀行とIFCの汚染防止・削減ガイドラインが適用する最低基準(付属書III )に準ずるものであり、世界銀行の開発指標データベースによって定義された低・中所得国におけるプロジェクトにおいては、IFC のセーフガード政策(付属書II
) が適用される。それぞれのケースにおいて、EA はプロジェクトにおいて配慮すべきガイドラインやセーフガード政策を完全に順守している。
4． 全ての カテゴリーA プロジェクト、そして同様に重要なカテゴリーBプロジェクトにおいて、借り手企業、または第三者の専門家は、EAの帰結として、環境管理計画( EMP ) を用意してきた。EMP では、緩和措置、実行計画、モニタリング、リスク管理、及びスケジュールが扱われてきた。

5． 全ての カテゴリーAプロジェクト、そして同様に重要なカテゴリーBプロジェクトにおいて、我々は借り手企業、または第三者の専門家が、プロセスに基づき、文化的に適切な方法で、先住民や現場のNGOを含むプロジェクトの被害住民にコンサルテーションを行っていることを歓迎する。EA、またそのサマリーは、受入国において文化的に適切な方法で、適切な期間、現地語で公開されなければならない。EA、及びEMP は、このようなコンサルテーションを考慮して作成される。そして、カテゴリーAにおいては、独立した専門家のレビューに付される。
6． 借り手企業は以下のことを約束してきた
a) プロジェクトの建築、及びオペレーションにおいて EMP に従うこと
b) EMP に順守し、企業内スタッフ、あるいは第三者の専門家が準備をした通常のレポートを供給すること
c) 合意した廃棄計画に従って適切に設備を退役させること
7． 必要であれば、追加的なモニタリングや報告業務を実施するために独立した環境の専門家が指名される。
8． 借り手企業が環境・社会的な基準に従わない場合、債務による資金調達が義務不履行であることと同様に、我々は、契約の順守を達成するために、借り手企業に対し、解決策を求める。
9． この原則は、5000万ドル以上の総資本コストによるプロジェクトに適用される。
この原則を採択する金融機関は、個別の金融機関ごとに、内部の実践や方針を発展させるために、この原則を枠組と見なしている。全ての内部規範と同様に、この原則は、いかなる個人、法人、政府に権利や義務を生み出すものではない。この原則を採択し、金融機関は、世界銀行やIFCに頼ることなく、ボランタリーに、独立してこの原則を採択し、実行する。

訳：田辺有輝

� 原文はこちらに掲載されている。http://www.equator-principles.com/principles.shtml


� http://www.equator-principles.com/exhibit1.shtml


� IFCのセーフガード政策、及び情報公開政策は現在改定プロセスにあるhttp://www.equator-principles.com/exhibit2.shtml





